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裏一体の関係としてとらえ、われわれは生態危機をいかに乗り越えてきたのか、あるいは乗り越えていけるのか、現実の生態危機へ 人間社会の対応可能性からサステイナビリティのあ 方を探求することをめざして行われた、文化人類学、経済学、歴史地理学、環境学など異なるディシプリンを持つフィールド研究者による 際的共同研究の成果である。　
本書の特徴としては、学際的な共同
研究であることに加えて、とくにアジアを対象とした環 研究としては済成長の「中心」から「周辺」に視点を移し、周辺のフィールドからのサステイナビリティ論の展開を試みてい
ことが挙げられる。これまで主に経済成長の「中心」における開発と環境をめぐる諸問題を解決していくための政策論として環境ガバナンス論が展開されてきた。そのなかで注目されてきのは、ガバナンスの中核 なす統治の仕組みやそれに対抗する社会運動であった。そ に対して本書では、持続可能性（サステイナビリティ）をめぐるガバナンスを広く視野に入れ、①「中心周辺関係」といった空間・社会軸、②長期的な「変化」をとらえる時間軸、③人間社会システムと自然生態系の相互作用（社会―生態シ ム）という三つの視角を重視している。　
また事例研究にあたっては、力点の
置き方は各事例によって異なるものの、基層の地域社会・集団におけ 経験や過程に着目するととも 、それをより高次かつ広域システムにおけるガバナンスの枠組みのなかで検討するという共通の方法をとっている。そして各事例を通して、主体（生業集団、農山漁村、流域社会） 、環境の変化（社会・環境変動、気象災害 開発災害） 、サステイナビリティの課題（適応・順応維持・発展、脱却・回復 といった三つが共通要素として挙げられている。　
各章の概略は以下のとおりである。
第一章（中村知子論文）と第二章（卯田宗平論文）では、自然生態系のなかで生業を営む民族集団（第一章モンゴル、第二章中国エヴェンキ族）を対象
として変化する環境への適応・順応について論じている。第三章（山田七絵論文） 第四章（藤田香論文）は、経済成長の「中心」とな 地域に比べて自然・社会経済的条件が不利な内陸地域や山間地域において、農村の維持・発展可能性をめぐる問題について中国（張掖）と日本（高知）のフィールドから論じている。第五章（地田徹朗論文）と第六章（大塚論文）では、自然改造（第五章アラル海）や工業開発（第六章淮河流域）にともなう環境破壊によりもたらされた災害からの脱却に向けた対応策をめぐる複雑な構図を解き明かすことを試みている。　
これら事例研究を通して得られた知
見の内容については紙幅の関係から本書に譲りたい。本書を通して伝えたかったことを一言で えば、サステイナビリティという課題 ついて学問領域を超えたコミュニケーションを促進し、この課題に関心をもつ人びとに共通する言語と概念の構築を行っていくことの重要性である。なお、先に本誌二〇一三年七月号では特集「生態危機とサステイナビリティ―フィールドからのアプローチ―」を組んでいる。あわせてご参照いただければ幸いである。（おおつか
　
けんじ／アジア経済研究
所
　
環境・資源研究グループ）
